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川
崎
市
の
２
０
１
０
年
度
予
算
案
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

自
公
政
権
下
で
の
「
構
造
改
革
」
に
加
え
、
深
刻
な
経
済
危

機
の
長
期
化
で
、
雇
用
破
壊
・
社
会
保
障
の
削
減
・
中
小
業

者
の
営
業
困
難
な
ど
、
市
民
の
く
ら
し
の
苦
難
が
あ
ら
ゆ
る

分
野
に
及
ん
で
い
ま
す
。
予
算
案
は
こ
う
し
た
市
民
生
活
を

支
え
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
で
し
ょ
う
か
。

市
民
の
生
活
苦
を
反
映 

市
税
収
入
が
大
幅
減

　

提
案
さ
れ
た
予
算
案
は
、
一

般
会
計
６
１
１
７
億
円
（
前
年

比
５
・
２
％
増
）、
特
別
会
計
４

４
３
３
億
円（
同　

・
９
％
減
）、

１４

企
業
会
計
２
１
２
４
億
円
（
同

１
・
１
％
減
）
で
合
計
１
兆
２

６
７
４
億
円（
同
３
・
８
％
減
）。

　

一
般
会
計
は
２
年
ぶ
り
に
増

加
し
、
過
去
最
大
規
模
と
な
っ

た
も
の
の
、
税
収
が
前
年
比
１

６
３
億
円
（
５
・
６
％
）
減
の

２
７
２
７
億
円
と
、
金
額
・
割

合
と
も
に
過
去
最
大
の
減
収
幅

と
な
っ
た
た
め
、
市
債
発
行
や

減
債
基
金
か
ら
の
借
り
入
れ
で

収
支
不
足
を
補
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
新
た
な
市
債
発

行
額
は
８
１
９
億
円
（
同　

％
２５

増
）
と
な
り
、
公
債
費
を
上
回

り
ま
し
た
。
市
債
残
高
は
一
般

会
計
で
過
去
最
高
の
８
７
６
２

億
円
（
見
込
み
）、
市
民
一
人
あ

た
り
の
�
借
金
�
は　

万
円
に

６２

の
ぼ
り
ま
す
。

　

昨
年
は
法
人
市
民
税
の
減
収

分
を
個
人
市
民
税
の
増
収
が
補

い
ま
し
た
。
し
か
し
今
年
は
、

個
人
市
民
税
も
約　

億
円
の
減

９７

収
と
な
っ
た
た
め
、
全
体
で
１

６
３
億
円
の
税
収
減
と
な
っ
た

も
の
で
す
。

　

川
崎
市
の
人
口
は
増
え
て
い

る
た
め
、
固
定
資
産
税
収
入
は

　

億
円
の
増
収
と
な
っ
て
い
ま

３０す
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
個
人

市
民
税
収
入
が
大
幅
に
落
ち
込

ん
で
い
る
の
は
、
市
民
の
収
入

の
落
ち
込
み
が
深
刻
な
状
況
を

あ
ら
わ
し
て
い
る
と
い
え
ま

す
。市

民
生
活
の
支
援
こ
そ

真
の「
環
境
変
化
対
応
」

　

市
長
は
、
２
０
１
０
年
度
予

算
案
に
つ
い
て
、�
環
境
変
化
対

応
予
算
�
と
命
名
し
、「
本
市
を

取
り
巻
く
社
会
経
済
環
境
が
大

き
く
変
化
す
る
状
況
で
も
、
市

民
サ
ー
ビ
ス
を
着
実
に
提
供
す

る
こ
と
が
自
治
体
の
責
務
」
と

強
調
し
て
い
ま
す
。

　

確
か
に
、新
年
度
予
算
案
は
、

市
民
の
要
求
と
運
動
が
実
り
、

国
の
私
立
幼
稚
園
就
園
奨
励
費

の
削
減
部
分
を
市
が
補
助
増
額

で
手
当
し
た
こ
と
な
ど
一
部
の

要
求
が
実
現
さ
れ
た
項
目
が
あ

り
ま
す
。

　

し
か
し
、
高
齢
者
福
祉
事
業

は
ひ
き
つ
づ
き
５
％
シ
ー
リ
ン

グ
（
前
年
比
減
額
）
に
か
け
ら

れ
、
わ
ず
か
千
円
の
削
減
を
し

た
事
業
や
、　

％
も
削
減
さ
れ

１１

た
事
業
（
高
齢
者
自
立
支
援
事

業
）
も
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
深
刻
な
経
済
危
機
は

中
小
零
細
業
者
の
営
業
・
く
ら

し
を
直
撃
し
、
倒
産
・
廃
業
の

危
機
に
追
い
込
ま
れ
て
い
る
業

者
が
相
次
い
で
い
ま
す
。
予
算

案
で
は
融
資
額
は
増
や
し
た
も

の
の
（
約
３
３
０
億
円
）、
要
望

の
強
い
、
工
場
の
家
賃
や
機
械

の
リ
ー
ス
代
な
ど
の
「
固
定
費

補
助
」
な
ど
、
業
者
の
く
ら
し

を
支
え
る
実
効
的
な
対
策
は
あ

り
ま
せ
ん
。

市
長
が
先
頭
に
立
ち

雇
用
枠
の
拡
大
を

　

さ
ら
に
、
市
内
の
雇
用
情
勢

悪
化
の
も
と
、
川
崎
北
部
の
有

効
求
人
倍
率
は
０
・　

と
５
人

２２

に
１
人
し
か
仕
事
に
就
け
ず
、

県
内
の
高
校
生
の
就
職
内
定
率

も　

・
３
％
と
全
国
最
悪
の
深

６０
刻
な
状
況
で
す
。予
算
案
で
は
、

就
業
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
費
な
ど

は
拡
大
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
雇

用
の
拡
大
に
は
ほ
ど
遠
く
、
北

九
州
市
の
よ
う
に
、
市
長
を
先

頭
に
市
内
の
企
業
を
回
り
雇
用

を
拡
大
す
る
な
ど
、
新
た
な
雇

用
確
保
に
力
を
入
れ
る
べ
き
で

す
。

　

一
方
で
、
市
税
収
入
が
大
幅

削
減
さ
れ
て
い
る
中
で
も
、
羽

田
空
港
新
滑
走
路
建
設
に
伴
う

国
へ
の
貸
付
金　

億
４
３
０
０

１２

万
円
を
計
上
。
東
扇
島
コ
ン
テ

ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
へ
１
基　

億
円

１６

の
ガ
ン
ト
リ
ー
ク
レ
ー
ン
を
新

た
に
設
置
す
る
設
計
費
な
ど
、

不
要
不
急
の
事
業
は
ひ
き
つ
づ

き
推
進
す
る
立
場
を
鮮
明
に
し

て
い
ま
す
。

　

雇
用
破
壊
、
社
会
保
障
の
削

減
、
子
育
て
環
境
の
悪
化
、
中

小
零
細
業
者
の
営
業
困
難
な

ど
、
市
民
の
生
活
困
難
が
あ
ら

ゆ
る
分
野
に
及
ん
で
い
る
と
き

こ
そ
、
市
民
の
暮
ら
し
を
支
え

る
自
治
体
本
来
の
役
割
を
果
た

す
べ
き
で
す
。
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市
長
は
「
２
０
１
０
年
度

予
算
の
考
え
方
」
で
市
税
収

入
が
大
幅
に
落
ち
込
む
状
況

に
あ
っ
て
も
「
市
民
生
活
の

安
定
を
確
保
す
る
た
め
に
必

要
な
サ
ー
ビ
ス
を
着
実
に
提

供
す
る
こ
と
が
地
方
自
治
体

の
責
務
で
あ
り
、
今
こ
そ
、

そ
の
真
価
が
問
わ
れ
て
い

る
」
と
強
調
し
ま
し
た
。
し

か
し
、
厳
し
さ
を
増
す
市
民

の
く
ら
し
の
願
い
に
応
え
る

も
の
と
は
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

　

そ
の
背
景
に
は
、
税
収
が

市
税
全
体
で
１
６
３
億
円
、

５
・
６
％
の
減
と
な
り
、
額
・

率
と
も
過
去
最
大
の
下
げ
幅

と
な
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま

す
。
昨
年
、
法
人
の
市
民
税

の
大
幅
減
を
補
っ
た
個
人
の

市
民
税
も
減
と
な
っ
た
た
め

で
す
。

　

法
人
の
市
民
税
減
の
８
割

は
資
本
金　

億
円
以
上
の
大

１０

企
業
が
占
め
て
い
ま
す
が
、

一
方
で
大
企
業
は　

年
間
で

１０

内
部
留
保
を
４
０
０
兆
円
に

倍
増
さ
せ
て
い
ま
す
。
大
企

業
に
雇
用
と
中
小
企
業
へ
の

社
会
的
責
任
を
果
た
す
よ
う

求
め
、
市
民
の
生
活
と
中
小

企
業
の
営
業
を
守
り
、
税
収

増
に
つ
な
げ
る
べ
き
で
す
。

　

歳
出
で
最
も
大
き
く
伸
び

た
の
が
、
こ
ど
も
費
２
３
４

億
円
の
増
で
す
が
、
国
の
子

ど
も
手
当
費
２
６
３
億
円
の

反
映
で
す
。
健
康
福
祉
費　
９８

億
円
の
増
は
生
活
保
護
費　
６１

億
円
の
増
が
最
大
の
要
因
で

す
。
経
済
労
働
費　

億
円
の

７１

増
は
中
小
企
業
融
資
事
業
費

１
４
０
億
円
の
増
が
中
心
で

す
。
保
育
所
や
特
別
養
護
老

人
ホ
ー
ム
の
整
備
計
画
も
深

刻
な
待
機
者
・
児
の
解
消
に

は
程
遠
い
内
容
で
す
。

　

減
債
基
金
か
ら
１
５
０
億

円
も
借
入
れ
収
支
不
足
を
補

わ
ざ
る
を
え
ま
せ
ん
で
し
た

が
、
そ
の
最
大
の
原
因
は
、

大
企
業
が　

年
間
で
内
部
留

１０

保
を
２
０
０
兆
円
も
積
み
増

し
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
大
幅
に
減
税
、
税
収
減

と
な
る
大
企
業
優
遇
の
極
め

て
い
び
つ
な
税
制
度
に
あ
り

ま
す
。
こ
こ
を
避
け
て
職
員

と
市
民
サ
ー
ビ
ス
削
減
の
従

来
型
の
行
財
政
改
革
で
は
、

市
財
政
も
市
民
生
活
の
安
定

も
確
保
で
き
ま
せ
ん
。
大
企

業
・
大
資
産
家
優
遇
税
制
の

是
正
を
国
に
働
き
か
け
る
な

ど
全
力
を
あ
げ
る
べ
き
で
す
。

　

破
た
ん
し
た
コ
ン
テ
ナ

タ
ー
ミ
ナ
ル
へ
の
新
た
な
ガ

ン
ト
リ
ー
ク
レ
ー
ン
設
置
に

舵
を
き
る
な
ど
の
大
規
模
事

業
は
徹
底
し
た
見
直
し
を
は

か
る
べ
き
で
す
。
わ
が
党
議

員
団
は
、
市
民
生
活
を
守
る

予
算
へ
の
組
み
替
え
を
求
め

て
全
力
を
つ
く
し
ま
す
。

歳　

入

　

提
案
さ
れ
た
２
０
１
０
年
度

予
算
案
は
次
ペ
ー
ジ
表
１
〜
４

の
通
り
で
す
。

　

一
般
会
計
予
算
は
約
６
１
１

７
億
円
で
（
前
年
度
比
５
・
２

％
増
）《
表
１
》、
過
去
最
高
と

な
り
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
で
は
、
全

体
の　

％
を
占
め
、
財
源
確
保

４５

の
根
幹
で
あ
る
市
税
が
前
年
度

当
初
予
算
１
６
３
億
円
（
５
・

６
％
）
減
と
過
去
最
大
の
減
収

と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
要
因

の
一
つ
は
、
個
人
市
民
税
が
所

得
減
少
で　

億
円
も
減
少（
８
・

９７

２
％
）
し
た
こ
と
で
す
。

　

川
崎
市
は
人
口
増
が
続
き
、

マ
ン
シ
ョ
ン
な
ど
の
購
入
が
続

い
た
こ
と
か
ら
固
定
資
産
税
は

　

億
円
（
２
・
７
％
）
の
増
と

３０な
っ
て
い
ま
す
。
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
個
人
所
得
が
減
少
し
て

い
る
原
因
は
、
不
安
定
雇
用
で

低
賃
金
の
非
正
規
労
働
者
が
増

大
し
、
年
収
２
０
０
万
円
以
下

の
労
働
者
が　

万
人
以
上
に
の

１９

ぼ
っ
て
い
る
こ
と
、
経
済
不
況

を
口
実
に
し
た
大
企
業
の
大
規

模
な
非
正
規
・
派
遣
労
働
者
の

解
雇
や
雇
い
止
め
に
よ
り
失
業

者
が
増
え
、
関
連
中
小
企
業
の

経
営
を
も
圧
迫
し
深
刻
な
影
響

を
及
ぼ
し
て
い
る
こ
と
で
す
。

こ
う
し
た
市
民
の
生
活
の
困
難

さ
が
市
税
収
入
の
大
幅
減
を
も

た
ら
し
て
い
ま
す
。

　

法
人
市
民
税
も　

億
円
（　

９９

４７

％
減
）
も
の
大
幅
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
不
況
の
影
響

だ
け
で
な
く
、
大
企
業
優
遇
税

制
に
よ
る
影
響
も
大
き
な
要
因

で
す
。

歳
入
・
歳
出
で
み
る

予
算
案
の
主
な
特
徴

地方特例交付金35（0.6）
県支出金167（2.7）
交付金

168（2.8）

繰入金
240（3.9）

財産収入148（2.4）

積立金29（0.5）
投資及び出資金55（0.9）
維持補修費77（1.2）
繰出金212（3.5）
補助費
など

普通建設
事業費

市債

その他

貸付金

その他
の経費

投資的経費

物件費

地方譲与税30（0.5）
地方交付税6（0.1）

その他5（0.1）その他5（0.1）その他5（0.1）

市税
2727
（44.6）

835
（13.6）

954（15.6）

595
（9.7）

573
（9.4）

551（9）
扶助費

1271
（20.8）

公債費
759（12.4）

人
件
費

1041
（17）

（50.2）

義
務
的
経
費

（64.5）
（35.5）

依
存
財
源

自
主
財
源

（15.6）

（34.2）

934
（15.3）

819
（13.4）

国
庫
支
出
金

歳入総額
6117億円

歳出総額
6117億円

市民の暮らし立てなおす予算に市民の暮らし立てなおす予算に
雇用破壊ストップ、中小零細業者の支援、低所得者の救済を川崎市の

２０１０年度
予 算 案

２０１０年度川崎市一般会計予算案の構成

２
・
３
面
に
つ
づ
く

市
民
生
活
守
る
自
治
体

本
来
の
役
割
発
揮
を

いまこそ

単位：億円
（ 　　）は％

市民の願いに応える
予算求め全力つくす
日本共産党川崎市会議員団・団長　ちくま幸一
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（表４）２０１０（平成２２）年度市税の内訳 � （単位：百万円）
前年との比較２０１０年度

率（％）増減額構成比（％）予算額

△１４．０△１９，５８６４４．１１２０，１３８市 民 税

△８．２△９，６６２３９．９１０８，８７２個 人

△４６．８△９，９２４４．２１１，２６６法 人

２．７３，０２１４１．４１１３，０４１固 定 資 産 税

１．２６０．２５２２軽 自 動 車 税

△２．１△１６３２．８７，６３１市 た ば こ 税

－－０．０（２千円）特 別 土 地 保 有 税

△２７．６△０．２０．０（０．５）入 湯 税

０．９７３２．９７，９８６事 業 所 税

１．４３３０８．６２３，４０８都 市 計 画 税

△５．６△１６，３１９１００２７２，７２６市 税 合 計

（表１）２０１０（平成２２）年度一般会計歳入予算案 �� （単位：百万円）
前年との比較２０１０年度

率（％）増△減額構成比（％）予算額

△５．６△１６，３１９４４．６２７２，７２６市 税

△７．２△２３５０．５３，０３７地 方 譲 与 税

△２５．７△２７７０．１８０３利 子 割 交 付 金

△２９．６△１３２０．１３１３配 当 割 り 交 付 金

△７１．１△１３７０．０５６株式等譲渡所得割交付金

△１６．９△２，０７８１．７１０，１８４地 方 消 費 税 交 付 金

△３．０△１０．０４１ゴルフ場利用税交付金

△２１．４△４６５０．３１，７１３自動車取得税交付金

△１０．４△４２８０．６３，６９７軽 油 取 引 税 交 付 金

１５．６４７８０．６３，５４０地 方 特 例 交 付 金

著増４６５０．１６１５地 方 交 付 税

△１．８△９０．１４９４交通安全対策特別交付金

４．１３２２１．３８，１１８分 担 金 及 び 負 担 金

△３．４△６１３２．８１７，４３８使 用 料 及 び 手 数 料

３５．６２４，５２３１５．３９３，４４３国 庫 支 出 金

２３．２３，１５３２．７１６，７４０県 支 出 金

６９．７６，０９２２．４１４，８３７財 産 収 入

３０．０１０００．１４３５寄 付 金

△３７．３△１４，３１４３．９２４，０４６繰 入 金

－－０．０１００繰 越 金

３０．７１３，４８５９．４５７，３７０諸 収 入

２５．０１６，３８４１３．４８１，９２８市 債

５．２２９，９９４１００６１１，６７２歳 入 合 計

　

行
き
過
ぎ
た
大
企
業
優
遇
税

制
で
、
市
内
の
資
本
金　

億
円

１０

以
上
の
大
企
業
１
８
３
３
社
の

う
ち
、
税
割
額
を
納
入
し
て
い

る
の
は
３
７
６
社
し
か
な
く
、

１
４
５
７
社
は
均
等
分
（
利
益

に
関
係
な
く
か
か
る
税
金
）
し

か
納
入
し
て
い
ま
せ
ん
。
こ
こ

に
抜
本
的
な
メ
ス
を
い
れ
、
巨

額
な
内
部
留
保
を
た
め
込
ん
で

い
る
大
企
業
に
、
内
部
留
保
と

利
益
を
社
会
に
還
元
さ
せ
る
こ

と
が
急
務
で
す
。　
　

※
１
９
９
７
年
か
ら
２
０
０
７
年
の　
１０

年
間
で
労
働
者
数
は
９
万
３
千
人
増

え
た
も
の
の
、
正
規
労
働
者
は　

％
７０

か
ら　

・
５
％
に
減
少
し
、
派
遣
労

６２

働
者
は　

年
か
ら　

年
の
５
年
間
で

０２

０７

１
・
６
倍
に
増
加
し
て
い
ま
す
。

歳

出

　

一
般
会
計
の
歳
出
予
算
案

《
表
２
》
で
は
、
前
年
比
で
健

康
福
祉
費
の　

億
円
（
９
・
６

９８

％
）
増
、
こ
ど
も
費
２
３
４
億

円
（　

・
６
％
）
増
が
突
出
し

４３

て
い
る
よ
う
に
み
え
ま
す
が
、

健
康
福
祉
費
の
増
は
生
活
保
護

費
の
約　

億
円
の
増
や
、
民
主

６０

党
政
権
の
新
施
策
で
あ
る
「
子

ど
も
手
当
」
の
２
６
３
億
円
増

な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

市
民
の
ね
ば
り
強
い
運
動
に

よ
っ
て
、
保
育
園
増
設
や
、
５

千
人
も
の
待
機
者
が
い
な
が
ら

２
年
間
で
わ
ず
か　

床
し
か
増

２９

設
が
な
か
っ
た
特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
６
ヵ
所
の
整
備
計
画
が

出
さ
れ
ま
し
た
が
、
待
機
児
・

者
の
数
か
ら
み
れ
ば
依
然
圧
倒

的
な
不
足
で
す
。

　

国
が
私
立
幼
稚
園
の
就
園
奨

励
金
の
補
助
を
削
減
し
た
分
を

市
独
自
で
手
当
。
障
害
者
の
移

動
支
援
事
業
の
報
酬
引
き
上
げ

も
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
が
、
利

用
料
に
は
ね
返
る
の
は
問
題
で

す
。

　

高
齢
者
福
祉
の
施
策
は
毎
年

５
％
シ
ー
リ
ン
グ
に
か
け
ら

れ
、
新
年
度
も
細
か
く
削
減
さ

れ
、
高
齢
者
に
と
っ
て
命
綱
で

あ
る
緊
急
通
報
ペ
ン
ダ
ン
ト
は

利
用
料
金
が
本
人
非
課
税
で
も

毎
月
千
円
も
す
る
た
め
利
用
控

え
が
起
こ
り
、
そ
の
�
実
績
�

を
も
と
に
減
額
。
一
回
一
律
２

千
円
か
か
る
理
美
容
サ
ー
ビ
ス

事
業
も
減
額
な
ど
高
齢
者
施
策

の
多
く
が
、
こ
う
し
た
理
由
か

ら
減
額
さ
れ
ま
し
た
。

　

国
の
制
度
改
悪
が
高
齢
者
の

生
活
を
直
撃
し
て
い
る
と
き

に
、こ
れ
を
支
え
る
ど
こ
ろ
か
、

追
い
打
ち
を
か
け
る
予
算
案
と

い
え
ま
す
。

大
規
模
事
業
へ
の 

予
算
は
確
保

　

市
税
収
入
の
厳
し
さ
を
強
調

す
る
一
方
で
、
大
規
模
事
業
へ

の
予
算
は
確
保
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

破
た
ん
し
た
東
扇
島
コ
ン
テ

ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
に
ガ
ン
ト
リ
ー

ク
レ
ー
ン
を
新
た
に
設
置
（
１

基　

億
円
の
も
の
が
す
で
に
２

１６
基
設
置
さ
れ
て
い
る
）、羽
田
空

港
再
拡
張
に
伴
う
国
へ
の
事
業

貸
付
金　

億
４
３
０
０
万
円
を

１２

計
上
（
合
計
約
１
０
０
億
円
で

今
後
の
金
利　

億
円
は
市
民
の

５０

負
担
）、
こ
れ
に
と
も
な
う
「
神

奈
川
口
構
想
」
関
連
や
臨
海
部

開
発
な
ど
の
予
算
は
、
中
核
施

設
と
し
て
位
置
付
け
る
殿
町
３

丁
目
の
土
地
を　

億
円
で
購
入

２３

す
る
金
額
を
含
め
、
約　

億
円

５６

に
も
の
ぼ
り
ま
す
。

　

市
税
収
入
が
落
ち
込
み
、
財

政
が
苦
し
い
と
い
う
の
な
ら
不

要
不
急
の
大
規
模
事
業
に
こ
そ

メ
ス
を
入
れ
る
べ
き
で
す
が
、

新
年
度
の
予
算
案
の
特
徴
は
、

長
引
く
経
済
不
況
に
苦
し
む
市

民
の
福
祉
・
く
ら
し
や
市
内
中

小
企
業
の
支
援
は
実
効
性
の
薄

い
も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
。

市
民
生
活
を
支
え
る 

予
算
に
転
換
を

　

自
治
体
の
仕
事
は
「
住
民
の

福
祉
増
進
」（
地
方
自
治
法
）
に

あ
り
ま
す
。
市
長
は
「
本
市
を

取
り
巻
く
厳
し
い
経
済
財
政
状

況
の
も
と
で
も
経
済
環
境
の
変

化
に
対
応
し
、
必
要
な
財
源
も

確
保
し
て
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
着

実
に
提
供
す
る
こ
と
が
自
治
体

の
責
務
」
と
明
言
し
ま
し
た
。

そ
う
で
あ
る
な
ら
、
市
民
の
く

ら
し
・
福
祉
を
充
実
し
、
中
小

業
者
・
地
域
経
済
の
活
性
化
支

援
に
軸
足
を
置
い
た
予
算
・
市

政
運
営
に
転
換
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

�
　

億
円
で
土
地
購
入
な
ど

２３

「
神
奈
川
口
構
想
」に
大
金
投
入

殿

町

３
丁
目

とした町工場、落ち込む収入

川崎市２０１０年度予算案の特徴

駅
前
・
都
市
拠
点
整
備

に
巨
費

　

川
崎
駅
周
辺
総
合
整
備
事
業

で
は
、
東
西
連
絡
歩
道
橋
の
バ

リ
ア
フ
リ
ー
化
や
東
口
駅
前
広

場
の
再
編
整
備
推
進
で
約　

億
４６

円
。さ
ら
に
、新
川
崎
地
区
の
基

盤
整
備
や
鹿
島
田
駅
西
地
区
再

開
発
事
業
費
と
し
て
約　

億
１７

円
、
小
杉
駅
周
辺
地
区
の
整
備

で
約　

億
円（
建
設
緑
政
費
）。

２６

住
民
が
要
望
し
て
い
た
Ｊ
Ｒ
南

武
線
の
稲
田
堤
駅
、
中
野
島
駅

の
橋
上
駅
化
の
基
本
設
計
が
盛

り
こ
ま
れ
ま
し
た
。

「
神
奈
川
口
構
想
」
関
連

や
臨
海
部
再
生
に
は

　

羽
田
空
港
再
拡
張
へ
の
貸
付

金　

億
４
千
万
円
、
殿
町
３
丁

１２
目
地
区
へ
の
研
究
開
発
・
中
核

枠
８
億
円
）
と
し
て
地
球
温
暖

化
防
止
の
取
り
組
み
を
進
め
よ

う
と
す
る
市
内
中
小
企
業
に
た

い
す
る
制
度
融
資
を
新
設
し
ま

す
（
預
託
金
４
億
円
×
預
託
倍

率
２
倍
）。

　

し
か
し
、
経
営
安
定
資
金
の

融
資
実
績
は
、　

年
度
６
６
８

０８

億
円
、　

年
度
は　

月
末
ま
で

０９

１２

で
４
７
４
億
円
に
と
ど
ま
っ
て

い
ま
す
。

中
小
企
業
の
育
成
、支
援

　

「
建
設
業
振
興
資
金
」
と
し

て
、
中
小
建
設
業
者
に
対
し
て

営
業
活
動
支
援
、
経
営
相
談
活

地
域
商
業
の
振
興

　

商
店
街
支
援
策
等
が
「
商
業

振
興
ビ
ジ
ョ
ン
・
ア
ク
シ
ョ
ン

プ
ラ
ン
」
に
沿
っ
て
新
し
い
事

業
体
系
に
変
わ
り
ま
す
。「
地
域

振
興
」
か
ら
「
商
業
振
興
」
に

重
点
を
移
し
、
こ
れ
ま
で
主
に

「
商
店
街
」
と
し
て
い
た
支
援

対
象
を
「
エ
リ
ア
（
複
数
商
店

街
）」「
商
店
街
」「
個
店
」
に
移

し
、「
エ
リ
ア
特
性
」
に
応
じ
た

支
援
に
転
換
し
ま
す
。

　

新
年
度
予
算
で
は
川
崎
駅
周

辺
の
活
性
化
に
向
け
て
「
カ
ワ

サ
キ
ハ
ロ
ウ
イ
ン
」
の
重
点
的

ベ
ン
ト
へ
の
補
助
対
象
に
商
店

街
か
ら
の
要
望
が
一
部
取
り
入

れ
ら
れ
た
も
の
の
、
こ
れ
ま
で

実
質　

％
（
要
綱
で
は　

％
ま

２６

５０

で
）
補
助
し
て
い
た
も
の
を
、

「
審
査
会
」
で
Ａ
支
援
（　

％
５０

補
助
）、
Ｂ
支
援
（　

％
補
助
）、

２０

Ｃ
支
援
（　

万
円
補
助
）
に
ラ

１０

ン
ク
付
け
し
て
支
援
す
る
こ
と ＊百万円以下の処理の関係上、合計額は誤差があります。

（表２）２０１０（平成２２）年度一般会計歳出予算案  （単位：百万円）
前年との比較２０１０年度

率（％）増減額構成比（％）予算費

△４．４△７３０．２１，５９５議 会 費

△３．８△２，１１８８．８５３，６９９総 務 費

９８．８３，９２０１．３７，８８６市 民 費

４３．６２３，４２３１２．６７７，０８３こ ど も 費

９．６９，８５０１８．３１１２，０５７健 康 福 祉 費

△１４．４△４，４０１４．３２６，１５０環 境 費

２３．１７，０７５６．２３７，７５８経 済 労 働 費

４．２１，２３５５．１３０，９９５建 設 緑 政 費

２６．１１，５３３１．２７，４０８港 湾 費

△６．０△２，６３２６．７４１，０６７ま ち づ く り 費

３６．８３，６７７２．２１３，６６４区 役 所 費

△３．３△６１７３．０１８，１２１消 防 費

１．８７７７７．３４４，６３８教 育 費

△３．９△３，１０１１２．５７６，４１５公 債 費

△１２．０△８，５５４１０．２６２，６３５諸 支 出 費

－－０．１５００予 備 費

５．２２９，９９４１００．０６１１，６７２歳 出 合 計

（表３）２０１０（平成２２）年度各会計予算案  （単位：百万円）
前年との比較２０１０年度

予算額
会　　計　　別

率（％）増減額

５．２２９，９９４６１１，６７２一 般 会 計

△２１．５△６，４１５２３，４９１競 輪 事 業 会 計

特　
　
　

別　
　
　

会　
　
　

計

△１４．２△３８０２，３０３卸 売 市 場 事 業 会 計

５．４６，５５８１２７，５９４国 民 健 康 保 険 事 業 会 計

△２．３△７２８７母子寡婦福祉資金貸付事業会計

４６．３３６１１３老 人 保 健 医 療 事 業 会 計

△０．８△７９１０，４０３後期高齢者医療事業会計

△０．３△０．２７１０４公害健康被害補償事業会計

６．０３，２９７５８，３６３介 護 保 険 事 業 会 計

３．２５１１，６６７港 湾 整 備 事 業 会 計

１１５．４１２７２３７勤労者福祉共済事業会計

△３３．２△１９７３９５墓 地 整 備 事 業 会 計

△４５．５△３７２４４６生田緑地ゴルフ場事業会計

△６２．５△１８，３１７１１，０１３公共用地先行取得等事業会計

△２３．１△６１，９８１２０６，８８４公 債 管 理 会 計

△１４．９△７７，６７９４４３，３０１特 別 会 計 合 計

５．０２，３２５４８，９２７病 院 事 業 会 計
公
営
企
業
会
計

△３．９△３，８７３９５，４５７下 水 道 事 業 会 計

２．２９８０４６，５１７水 道 事 業 会 計

△１０．１△１，０９９９，７５７工 業 用 水 道 事 業 会 計

△１．４△１７０１１，６９２自 動 車 運 送 事 業 会 計

△８６．９△４５１６８高 速 鉄 道 事 業 会 計

△１．１△２，２８８２１２，４１８企 業 会 計 合 計

△３．８△４９，９７３１，２６７，３９１全 会 計 歳 出 予 算 合 計

宅
等
の
耐
震
工
事
な
ど
で
約　
２７

億
円
。
民
間
マ
ン
シ
ョ
ン
の
耐

震
診
断
費
助
成
金
が
拡
充
さ
れ

る
な
ど
、
耐
震
対
策
で
は
前
年

比
で
約　

億
円
拡
充
。

２０

今こそ知恵と力を出しつくすとき力を出しつくすとき

　

中
小
企
業
対
策
は
融
資
枠
を

大
幅
増
額
し
て
い
ま
す
が
、
仕

事
お
こ
し
に
つ
な
が
る
施
策
は

ほ
と
ん
ど
あ
り
ま
せ
ん
。

中
小
企
業
の
経
営
安
定

　

経
営
安
定
資
金
の
融
資
枠
は

千
億
円
（
預
託
金
２
５
０
億
円

×
預
託
倍
率
４
倍
）
を
年
初
か

ら
設
定
し
市
内
中
小
企
業
の
円

滑
な
資
金
調
達
を
支
援
し
ま
す

（　

年
度
は
補
正
予
算
を
組
ん

０９
で
千
億
円
に
拡
大
）。

　

「
環
境
対
策
資
金
」（
融
資

融
資
は
増
額
、
仕
事

お
こ
し
は
�
不
十
分

き
わ

め
て

中小企業支援
↓

明 る い（３） ２０１０年　　 ３月平成
２２年（ ）
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激しさ増す不安定雇用、閑散と

円

小
杉
駅
周
辺
地
区
の
整
備

で
は
、
横
須
賀
線
武
蔵
小
杉
新

駅
の
連
絡
通
路
整
備
や
基
盤
整

備
等
で
約　

億
円
な
ど
、
巨
額

４９

の
予
算
が
充
て
ら
れ
て
い
ま
す

（
ま
ち
づ
く
り
費
）。京
浜
急
行

大
師
線
の
連
続
立
体
交
差
事
業

目
地
区
へ
の
研
究
開
発
・
中
核

施
設
整
備
の
た
め
の
用
地
取
得

費　

億
５
千
万
円
。

２３

　

高
速
縦
貫
道
路
工
事
に　

億
１４

円
、
大
企
業
に
税
金
投
入
す
る

イ
ノ
ベ
ー
ト
川
崎
に
１
億
５
千

万
円
な
ど
。（
左
表
）

　

ま
た
、
国
直
轄
事
業
と
し
て

東
扇
島
〜
水
江
町
線
の
整
備

（
総
事
業
費
５
４
０
億
円
）
に

３
億
円
余
な
ど
。

防
災
・
耐
震
費
が
拡
充

　

旧
耐
震
設
計
基
準
の
市
営
住

営
業
活
動
支
援

経
営
相
談
活

動
等
を
行
な
い
受
注
機
会
拡
大

を
は
か
り
ま
す
。

　

も
の
づ
く
り
中
小
企
業
販
路

開
拓
支
援
事
業
と
し
て
川
崎
市

を
代
表
す
る
よ
う
な
企
業
・
製

品
の
取
引
機
会
の
拡
大
、
ビ
ジ

ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
の
獲
得
を
支
援

し
ま
す
。

　

か
わ
さ
き
基
準
（
Ｋ
Ｉ
Ｓ
）

に
よ
る
福
祉
産
業
の
振
興
事
業

と
し
て
、「
か
わ
さ
き
福
祉
開
発

支
援
セ
ン
タ
ー
」
に
よ
る
福
祉

製
品
の
川
崎
基
準
の
策
定
と
製

品
の
認
定
を
行
な
い
、
福
祉
人

材
の
育
成
を
進
め
ま
す
。

サ
キ
ハ
ロ
ウ
イ
ン
」
の
重
点
的

支
援
、
商
店
街
と
大
型
店
等
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
強
化
に
よ
る
回

遊
促
進
、
中
心
市
街
地
活
性
化

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業
を
強
化
し

ま
す
。
こ
う
し
た
施
策
の
転
換

は
、
阿
部
市
政
が
す
す
め
る

ハ

ー

ド

的

「
拠

点

開

発
」
中
心
に

基
軸
を
あ
わ

せ
る
内
容
と

い
え
ま
す
。

　

「
商
店
街

ソ
フ
ト
支
援

事
業
」
は
、

商
店
街
の
イ

ン
ク
付
け
し
て
支
援
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
予
算
の
範
囲
内

で
、
Ａ
支
援
、
Ｃ
支
援
の
対
象

は
５
〜　

％
、
Ｂ
支
援
の
対
象

１０

は　

〜　

％
と
さ
れ
る
こ
と
か

８０

９０

ら
、
９
割
以
上
の
商
店
街
は
補

助
率
が
削
減
さ
れ
る
こ
と
に
。

入
所
希
望
者
数
に
追
い

つ
か
な
い
受
入
枠
拡
大

　

新
年
度
の
認
可
保
育
園
の
受

入
枠
拡
大
は
計
１
０
４
５
人

（
内
訳
は
新
設　

ヵ
所
、
民
営

１６

化
５
ヵ
所
、
定
員
増
３
ヵ
所
）

で
す
が
、
入
所
申
請
数
の
増
加

に
増
設
が
追
い
つ
か
ず
、
今
年

２
月
の
不
承
諾
数
は
さ
ら
に
増

え
て
２
５
１
３
人
に
（
左
表
）。

　
　

年
度
以
降
、
年
間
千
人
、

０９
３
年
間
で
３
千
人
増
が
目
標
の

認
可
保
育
園
整
備
事
業
は
、
新

年
度
の
基
本
・
実
施
設
計
と
建

設
工
事
が
民
設
民
営
で
４
ヵ

所
。
幸
区
鹿
島
田
１
２
０
人
、

中
原
区
木
月
伊
勢
町
１
０
０

人
、
高
津
区
末
長　

人
＋　

人

９０

３０

増
、
多
摩
区
稲
田
堤　

人
。
他

７０

の
６
９
０
人（　

ヵ
所
）増
は
具

１５

体
的
に
示
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

私
立
幼
稚
園
保
育
料 

補
助
、国
が
減
ら
し
た 

額
を
市
が
補
て
ん

　

新
政
権
が
新
年
度
に
補
助
単

価
を
削
減
し
た
所
得
Ｄ
ラ
ン
ク

の
第
１
・
２
子
（
延
べ
７
７
５

４
人
、
全
園
児
の　

％
）
に
対

３０

し
、
補
助
額
が
減
る
世
帯
が
出

な
い
よ
う
市
独
自
で
補
て
ん

し
、
そ
の
部
分
で
１
億
３
７
９

２
万
円（
左
表
）。
昨
年　

月
議

１２

会
で
国
へ
の
意
見
書
が
上
が

り
、
共
産
党
は
補
助
額
が
減
ら

な
い
よ
う
市
が
補
て
ん
す
る
よ

う
求
め
て
い
ま
し
た
。

３
月
１
日
運
営
開
始 

総
合
周
産
期
母
子
医
療 

セ
ン
タ
ー
に
補
助

　

周
産
期
（
妊
娠　

週
〜
産
後

２２

１
週
間
程
度
）
の
母
子
の
救
命

医
療
施
設
と
し
て
今
年
３
月
１

日
、
聖
マ
リ
ア
ン
ナ
医
科
大
学

病
院
内
に
総
合
周
産
期
母
子
医

療
セ
ン
タ
ー
が
運
営
開
始
。
そ

の
運
営
費
補
助
１
億
４
０
４
万

円
。
全
額
市
費
。
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ

（
新
生
児
集
中
治
療
管
理
室
）

　

床
、
Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
６
床
、
Ｇ

１２Ｃ
Ｕ
（
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｕ
後
方
病
床
）

　

床
を
備
え
て
い
ま
す
。

２４

６
５
０
万
円
（
一
般
財
源
）

に
も
。
こ
れ
は
、
こ
ど
も
手

当
へ
の
移
行
に
よ
る
所
得
制

限
の
撤
廃
で
小
学
生
ま
で
の

範
囲
で
新
た
に
対
象
者
が
増

え
る
分
は
、
児
童
手
当
の
地

方
負
担
割
合
が
適
用
さ
れ
、

新
た
に
約　

億
円
の
市
負
担

１０

増
が
発
生
し
た
た
め
で
す
。

そ
の
負
担
増
部
分
は
新
た
な

地
方
特
例
交
付
金
と
し
て
国

か
ら
戻
さ
れ
る
約
束
で
す

が
、
時
期
は
未
定
で
す
。

１
月
ま
で
の　

ヵ
月
分
２
６

１０

３
億
円
余
（
国
費
２
０
５
億

円
余
）
と
、
従
来
の
所
得
制

限
の
あ
る
児
童
手
当
（
小
学

校
修
了
ま
で
）
今
年
２
・
３

月
の
２
ヵ
月
分　

億
８
４
０

１４

０
万
円
（
う
ち
一
般
財
源
は

３
億
７
６
５
１
万
円
）。

　

こ
ど
も
手
当
の
財
源
の
う

ち
従
前
の
児
童
手
当
分
だ
け

な
ら
ば　

ヵ
月
分
の
市
負
担

１０

は
約　

億
円
で
し
た
が
、
新

１９

年
度
は
市
負
担
分
が　

億
８

２８

が
制
度
廃
止
に
伴
う
経
過
措
置

分
を
残
し
て
大
幅
に
減
額
と

な
っ
て
い
ま
す
。

認
知
症
コ
ー
ル
セ
ン

タ
ー
を
設
置

　

新
規
事
業
と
し
て
、
認
知
症

の
悩
み
に
つ
い
て
電
話
や
訪
問

に
よ
る
総
合
的
な
相
談
窓
口
を

設
置
。
相
談
時
間
の
拡
充
な
ど

を
は
か
り
ま
す
。

　

ま
た
、
介
護
予
防
に
対
す
る

人
材
育
成
を
は
か
る
と
と
も

に
、
普
及
啓
発
・
イ
ベ
ン
ト
・

実
態
調
査
な
ど
の
事
業
を
推
進

し
ま
す
。

４
面
に
つ
づ
く

介
護
・
負
担
増
に
苦
し
む

高
齢
者
の
願
い
届
か
ず

高
齢
者

特
養
老
人
ホ
ー
ム

３
カ
所
整
備
費

　

特
養
老
人
ホ
ー
ム
へ
の
入
所

希
望
者
数
は
毎
年
増
え
続
け
、

今
年
１
月
時
点
で
、
５
３
３
９

人
と
な
り
ま
し
た
。川
崎
市
は
、

　

年　

月
に
「
特
養
老
人
ホ
ー

０８

１１

ム
整
備
促
進
プ
ラ
ン
」を
発
表
。

補
助
額
も
増
額
し
て
、
２
０
１

３
年
ま
で
に
１
２
２

５
床
の
拡
充
目
標
を

立
て
ま
し
た
が
、
新

年
度
整
備
予
定
数
は

６
ヵ
所
４
３
６
床
の

み
で
す
。
５
３
０
０

人
を
超
え
る
待
機
者
を
解
消
す

る
に
は
ま
っ
た
く
足
り
ま
せ

ん
。
公
有
地
の
活
用
に
と
ど
ま

ら
ず
民
有
地
の
確
保
策
を
含
め

て
抜
本
的
な
促
進
テ
ン
ポ
の
引

き
上
げ
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。（
４
面
グ
ラ
フ
参
照
）

　

ま
た
、
老
人
医
療
費
助
成
額

「神奈川口構想」関連

１２億４３００万円羽田空港再拡張事業貸付金

２３億５０１４万円殿町３丁目地区中核施設整備事業

臨海部再生・港湾事業関連

１億５２４９万円先端産業創出支援（イノベート川崎）

１億２４０４万円戦略拠点等整備推進事業

１２億１８２２万円港湾機能施設の維持・整備

１１億２２７１万円臨港道路の維持・管理

４億４８４万円ガントリークレーン３号機設計等

高速川崎縦貫道路整備関連

４億８３７５万円首都高速道路事業出資金等

９億１５０２万円国道４０９号線新設改築・共同溝

駅前拠点開発関連

４９億４０２０万円小杉駅周辺地区の整備

主な大規模・拠点開発関連予算　抜粋（２０１０年）

認
可
保
育
園
の
増
設
は

目
標
達
成
の
具
体
策
な
し

＊所得Ｄランク＝年収３６０万円～６８０万円以下。 （補助単価・額は年額）

市独自の補て
ん額合計

対象
者数

補助額合計
（＝前年度と
　同額を維持）

市独自の
補てん額

（＝国が前年よ
り減らした額）

２０１０年度
改定され
た国基準
補助単価

１億３４１２万円７，２１１人６２，２００円１８，６００円４３，６００円第１子

３８０万円５４３人１７９，０００円７，０００円１７２，０００円第２子

私立幼稚園保育料補助Ｄランク、国の単価削減と市独自の補てん（２０１０年度）

認可保育園の４月入所希望に対する不承諾数・率

不承諾率
（不承諾数／申請数）

入　　所
不承諾数

入　所
内定数

入所申請
児　童　数

３５．４％１，８９３人３，４４７人５，３４０人２００７年２月

３８．８％２，０５４人３，２４１人５，２９５人２００８年２月

３９．０％２，３２４人３，６２９人５，９５３人２００９年２月

３９．５％２，５１３人３，８５４人６，３６７人２０１０年２月

○商業ネットワーク事業
○商店街ソフト事業支援事業
○中小企業団体等共同施設
補助金
○建設業振興事業
○経営安定資金
◎環境対策資金
○川崎信用保証協会支援等
事業
◎ものづくり中小企業販路開
拓支援事業

中小企業関連の新規・拡充事業
（◎は新規、○は拡充）

今こそ知恵と力を出しつくすとき今こそ知恵と力市民生活を市民生活を
守るために守るために

こ
ど
も
手
当
の
地
方
負
担 

市
の
負
担
増　

億
円　
　

１０

　

こ
ど
も
手
当
は
、
所
得
制

限
な
し
で
中
学
生
ま
で
１
人

月
額
１
万
３
千
円
。
次
年
度

か
ら
は
全
額
国
費
で
満
額
の

１
人
月
額
２
万
６
千
円
を
め

ざ
す
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

支
払
月
は
６
月
、　

月
、

１０

２
月
の
３
回
、
前
月
ま
で
の

４
ヵ
月
分
を
支
給
。
新
年
度

予
算
に
は
今
年
４
月
〜
来
年
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障
害
者
福
祉
費

移
動
支
援
等
の 

報
酬
単
価
引
き
上
げ

　

国
の
緊
急
対
策
と
し
て
障
害

者
自
立
支
援
法
の
福
祉
サ
ー
ビ

ス
や
補
装
具
な
ど
の
非
課
税
世

帯
の
利
用
者
負
担
が
４
月
か
ら

無
料
に
な
り
ま
す
。　

　

同
時
に
川
崎
市
で
は
新
年
度

よ
り
、
事
業
者
か
ら
要
望
が
高

か
っ
た「
地
域
生
活
支
援
事
業
」

で
あ
る
「
移
動
支
援
事
業
」
と

「
ふ
れ
あ
い
ガ
イ
ド
事
業
」
の

報
酬
単
価
を
引
き
上
げ
ま
す
。

し
か
し
、
こ
の
た
め
サ
ー
ビ
ス

利
用
者
の
負
担
は
移
動
支
援
で

　

円
、ふ
れ
あ
い
事
業
で　

円
、

５７

５４

若
干
増
え
ま
す
。
値
上
げ
分
を

抑
え
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
横

浜
市
、
京
都
市
、
仙
台
市
な
ど

の
よ
う
に
、
低
所
得
者
の
利
用

料
を
一
日
も
早
く
無
料
に
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

精
神
科
救
急
の
体
制
強
化

　

新
規
事
業
と
し
て
介
護
者
の

急
病
な
ど
の
た
め
に
、
シ
ョ
ー
ト

ス
テ
イ
・
緊
急
一
時
入
所
の
専
用

ベ
ッ
ド
を
南
部
・
北
部
に
４
床
を

確
保
。
ま
た
、知
的
・
精
神
障
害

者
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
が
６
ヵ

所
拡
充
。
精
神
科
救
急
医
療
体

制
の
拡
充
強
化
の
た
め
、
民
間

の
精
神
科
医
療
機
関
が
行
な
う

保
護
室
の
整
備
に
助
成
し
ま
す
。

　

民
営
化
で
多
く
の
関
係
者
か

ら
論
議
が
起
こ
っ
た
、
中
部
地

域
療
育
セ
ン
タ
ー
の
開
設
準
備
、

南
部
地
域
療
育
セ
ン
タ
ー
の
実

施
設
計
等
で
約　

億
２
５
０
０

１０

万
円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

環
境
費

屋
上
緑
化
な
ど 

植
樹
は
さ
れ
る
が
…

　

新
年
度
か
ら
環
境
局
緑
政
課

が
建
設
局
と
統
合
し
「
建
設
緑

政
局
」
に
な
る
こ
と
か
ら
、
緑

保
全
の
推
進
へ
の
影
響
な
ど
が

危
惧
さ
れ
ま
す
。

　

緑
地
保
全
量
の
拡
充
と
は
直

接
関
係
し
ま
せ
ん
が
、
特
別
緑

地
保
全
地
区
等
の
用
地
取
得
費

が
前
年
比
８
％
減
に
。
ま
た
、

近
く
特
別
緑
地
保
全
地
区
指
定

に
関
す
る
面
積
基
準
が
緩
和
さ

れ
る
見
通
し
で
す
。

　

植
樹
事
業
で
は
、
全
国
植
樹

祭
が
今
年
５
月
に
神
奈
川
県
で

開
催
さ
れ
、
生
田
緑
地
が
川
崎

市
の
会
場
と
な
る
こ
と
も
あ

り
、
新
年
度
は
１
０
０
万
本
植

樹
な
ど
の
地
域
緑
化
が
計
画
さ

れ
て
い
ま
す
。

地
球
温
暖
化
対
策
で 

太
陽
光
発
電
拡
大
へ

　

企
業
な
ど
の
目
標
や
罰
則
規

定
を
も
た
な
い
「
温
暖
化
対
策

条
例
」が
制
定
さ
れ
ま
し
た
が
、

地
球
温
暖
化
対
策
事
業
費
は
前

年
比
で
３
倍
超
。
太
陽
光
発
電

の
拡
大
に
む
け
、
一
般
住
宅
の

設
備
設
置
に
対
し
て
補
助
枠
を

拡
大
。
戸
建
住
宅
６
０
０
件
、

集
合
住
宅
５
件
分
の
予
算
約
１

億
円
。
電
気
自
動
車
の
普
及
拡

大
に　

台
分
８
５
０
０
万
円
、

２０

さ
ら
に
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
（
大
規

模
太
陽
光
発
電
所
）
の
整
備
推

進
な
ど
約
２
億
４
千
万
円
が
計

上
さ
れ
て
い
ま
す
。

ミ
ッ
ク
ス
ペ
ー
パ
ー
収
集

を
全
市
拡
大
、
そ
の
他
プ

ラ
収
集
の
モ
デ
ル
実
施

　

現
在　

万
世
帯
を
対
象
に
実

１０

施
し
て
い
る
ミ
ッ
ク
ス
ペ
ー

パ
ー
の
分
別
収
集
を　

年
１
月

１１

か
ら
全
市
に
拡
大
、
そ
の
他
プ

ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装
の
分

別
収
集
モ
デ
ル
事
業
も
行
な
い

ま
す
。
小
物
金
属
の
収
集
業
務

を
新
年
度
か
ら
民
間
委
託
。

雇　

用

　

国
の
補
助
金
を
受
け
て
雇
用

活
動
の
基
礎
知
識
・
マ
ナ
ー
の

修
得
、
職
種
転
換
を
目
指
す
職

場
体
験
研
修
な
ど
）、若
年
者
就

業
支
援
事
業
（
若
者
・
家
族
の

キ
ャ
リ
ア
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
、

適
職
診
断
・
臨
床
心
理
士
相
談

等
）
は
計　

％
減
額
。

１６

失
業
・
住
居
喪
失
対
策

　

雇
用
の
深
刻
な
悪
化
に
対
し

新
し
い
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
が

整
備
さ
れ
、「
住
宅
手
当
緊
急
特

別
措
置
事
業
」（
全
額
国
費
）は
、

市
が
窓
口
に
な
っ
て
、
離
職
者

で
住
宅
を
喪
失
ま
た
は
喪
失
の

恐
れ
の
あ
る
方
に
対
し
て
賃
貸

住
宅
の
家
賃
を
給
付
し
ま
す
。

市
内
で
は
単
身
者
月
額
５
万
３

７
０
０
円
、
２
人
以
上
世
帯
で

６
万
９
８
０
０
円
を
最
長
６
ヵ

月
間
支
給
。

　

住
宅
を
借
り
る
た
め
の
敷
礼

金
が
必
要
な
方
は
、
社
会
福
祉

協
議
会
の「
生
活
福
祉
資
金（
総

合
支
援
資
金
）」
を
、
受
給
ま
で

の
生
活
費
が
必
要
な
場
合
は
同

会
の「
臨
時
特
例
つ
な
ぎ
資
金
」

を
借
り
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が

「
就
職
安
定
資
金
融
資
」「
訓

練
・
生
活
支
援
給
付
」「
就
職
活

動
困
難
者
支
援
事
業
」「
長
期
失

業
者
支
援
事
業
」
の
窓
口
と

な
っ
て
い
ま
す
。

減
ら
さ
れ
続
け
る 

平
和
事
業
予
算

　

平
和
啓
発
事
業
が
前
年
比

７
・
３
％
の
減
。
平
和
館
運
営

事
業
が
前
年
比
４
・
３
％
の
減
。

平
和
館
運
営
事
業
の
う
ち
展
示

企
画
事
業
費
が　

％
減
と
大
幅

１７

に
削
減
さ
れ
て
い
ま
す
。
直
近

５
年
間
で
は
、
平
和
啓
発
事
業

は　

％
、
平
和
館
運
営
事
業
費

１８
は　

％
減
少
し
て
い
ま
す
。

１９妊
婦
健
診
費
用
の
払
い

戻
し
、
助
成
制
度
の
改

善
喜
ば
れ
る

　

妊
婦
健
診
へ
の
公
費
助
成
が

　

年
４
月
か
ら
回
数　

回
・
１

０９

１４

人
総
額
８
万
９
千
円
ま
で
拡
充

さ
れ
ま
し
た
が
、
１
回
の
健
診

費
用
が
補
助
券
額
に
満
た
な
い

場
合
や
里
帰
り
出
産
等
で
補
助

券
が
使
え
な
い
な
ど
の
事
例
が

相
次
ぎ
ま
し
た
。
今
年
１
月
か

ら
市
に
申
請
す
れ
ば
払
い
戻
さ

れ
る
よ
う
改
善
さ
れ
、　

年
４

０９

月
以
降
の
受
診
分
に
さ
か
の

ぼ
っ
て
適
用
。
１
月
４
日
か
ら

２
月　

日
ま
で
に
１
３
２
件
の

１０

申
請
が
あ
り
ま
し
た
。

　

昨
年
来
、
議
会
で
共
産
党
は

改
善
を
求
め
て
い
ま
し
た
。

消
費
生
活
相
談
の 

支
援
を
強
化

　

新
年
度
か
ら
消
費
生
活
相
談

員
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
や
相
談
窓

口
の
高
度
化
な
ど
に
と
り
く
む

「
地
方
消
費
者
行
政
活
性
化
事

業
」
が
、
国
の
消
費
者
行
政
活

性
化
基
金
を
使
っ
て
始
ま
り
ま

す
。「
消
費
生
活
相
談
情
報
提
供

事
業
」
も
増
額
し
て
い
ま
す
。
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既
存
校
舎
へ
の
エ
レ

ベ
ー
タ
整
備
は
２
校

　

校
舎
エ
レ
ベ
ー
タ
整
備
２

校
分
１
億
１
千
万
円
余
。
前

年
度
実
施
設
計
し
た
３
校

（
南
生
田
小
、千
代
ヶ
丘
小
、

有
馬
中
）
の
う
ち
２
校
を
選

び
工
事
執
行
。
予
算
に
余
裕

が
あ
れ
ば
３
校
着
工
も
。

学
校
ト
イ
レ
改
修 

工
事
は
９
校

　
　

年
度
か
ら
古
い
学
校
１

０８
３
５
校
対
象
に
始
ま
っ
た
学

校
ト
イ
レ
環
境
整
備
改
修
工

事
は
３
年
目
。
新
年
度
は
９

校　

ヵ
所
で
３
億
６
３
１
６

３２
万
円
。
残
り
約
百
校
は　

年
１１

度
か
ら
の
実
施
計
画
で
具
体

化
す
る
予
定
。

西
中
原
中
学
校
に
適
応 

指
導
教
室
を
新
設

　

増
加
す
る
不
登
校
児
童
生

徒
の
居
場
所
と
し
て
通
級
希

望
者
に
対
応
す
る
た
め
、
学

習
・
体
験
活
動
を
通
し
た
学

校
復
帰
や
社
会
復
帰
の
支
援

を
行
な
う
適
応
指
導
教
室

（
ゆ
う
ゆ
う
広
場
）を
西
中
原

中
学
校
内
に
設
置
（
７
９
７

１
万
円
）、
市
内
５
ヵ
所
目
。

老
朽
化
し
た
塚
越
相
談
室
の

改
築
に
２
億
４
７
４
７
万
円
。

産
科
医
師
分
娩
手
当 

補
助
金
（
新
規
）

　

分
娩
を
取
り
扱
う
産
科
・

産
婦
人
科
医
師
の
処
遇
改
善

で
、
分
娩
取
扱
件
数
に
応
じ

て
手
当
を
支
給
。全
額
国
費
。

補
助
額
は
、
元
々
医
療
機
関

が
産
科
医
に
払
っ
て
い
る
分

娩
手
当
・
実
支
出
額
と
交
付

基
準
額
（
１
分
娩
あ
た
り
１

万
円
）
を
比
較
し
て
少
な
い

方
の
額
の
１
／
３
を
支
給

（
＝
最
大
で
１
分
娩
約
３
３

０
０
円
）。分
娩
費
用　

万
円

５０

未
満
の
施
設
が
条
件
。

　

町
内
会
・
自
治
会
会
館
耐

震
診
断
士
派
遣
事
業（
新
規
）

は
１
９
８
１
年
５
月
以
前
の

旧
耐
震
基
準
で
建
設
さ
れ
た

木
造
の
会
館
が
対
象
。

　

同
耐
震
診
断
の
結
果
、
補

強
が
必
要
と
な
っ
た
会
館
の

耐
震
設
計
・
改
修
補
助
事
業

（
新
規
）
２
４
７
１
万
円
。

費
用
の
１
／
２
の
範
囲
内

で
、
精
密
診
断
・
耐
震
設
計

補
助
は
上
限　

万
円
ま
で
、

５０

補
強
工
事
費
補
助
は
上
限
１

０
０
万
円
ま
で
。
共
産
党
も

要
求
し
て
い
ま
し
た
。

お
し
沼
〜
向
ヶ
丘
遊

園
駅
、
小
杉
新
駅
〜

西
加
瀬
の
バ
ス
路
線

　

都
市
計
画
道
路
向
ヶ
丘
遊

園
駅
菅
生
線
の
整
備
に
合
わ

せ
て
多
摩
区
お
し
沼
か
ら
小

田
急
線
向
ヶ
丘
遊
園
駅
ま
で

の
新
た
な
バ
ス
路
線
が
開

通
。

　

ま
た
、
横
須
賀
線
小
杉
新

駅
・
駅
前
広
場
か
ら
苅
宿
、

西
加
瀬
方
面
の
市
営
循
環
バ

ス
が
３
月
か
ら
運
行
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

ど
ち
ら
の
路
線
も
地
域
の

住
民
運
動
と
共
産
党
の
要
求

が
実
っ
た
も
の
で
す
。

と
就
業
機
会
の
創
出
を
は
か
る

３
事
業
を
実
施
。

　

「
ふ
る
さ
と
雇
用
再
生
事
業
」

は
地
域
の
雇
用
再
生
の
た
め
、

そ
の
後
の
事
業
継
続
が
見
込
ま

れ
る
事
業
。

　

「
緊
急
雇
用
創
出
事
業
」は
短

期
間
の
つ
な
ぎ
的
雇
用
を
創
出

す
る
事
業
。

　

「
重
点
分
野
雇
用
創
出
事
業
」

は
介
護
な
ど
重
点
分
野
の
雇
用

を
創
出
す
る
事
業
。

　
　

年
度　

月
末
ま
で
の
実
績

０９

１２

は
「
ふ
る
さ
と
雇
用
再
生
」
が

７
事
業　

人
、「
緊
急
雇
用
創

２０

出
」
が　

事
業
３
３
１
人
の
雇

３４

用
を
「
創
出
」。
新
年
度
は
、

「
ふ
る
さ
と
」…
９
事
業　

人
、

２６

「
緊
急
」
…　

事
業
１
８
０
人

１３

に
加
え
、
重
点
分
野
雇
用
創
出

事
業
で
６
事
業
１
０
２
人
の
創

出
を
計
画
し
て
い
ま
す
。

就
業
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業

を
週
６
日
に
拡
大

　

「
キ
ャ
リ
ア
サ
ポ
ー
ト
か
わ

さ
き
」
に
よ
る
総
合
的
な
就
業

支
援
事
業
を
展
開
。
就
業
マ
ッ

チ
ン
グ
事
業（
雇
用
労
働
相
談
、

個
別
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
、
求
人

紹
介
、
就
職
後
の
ア
フ
タ
ー
ケ

ア
な
ど
を
含
む
）
は
予
算
を　
４４

％
増
額
し
て
週
６
日
間
に
拡
大

し
ま
す
。

　

求
職
活
動
支
援
事
業
（
就
職

教
育
・
医
療
・
防
災
・
交
通
…

新
年
度
予
算
で
、市
民
の 

要
求
が
前
進
し
ま
し
た

町
内
会
・
自
治
会
会

館
耐
震
対
策
事
業

平和館
運営事業費

平和啓発
事業費

７，４５２万円
６，９７０万円
６，４５４万円
６，２７０万円
６，００１万円

４５４万円
４２３万円
３９８万円
４０２万円
３７２万円

２００６年度
２００７年度
２００８年度
２００９年度
２０１０年度


